
試算例では税率が40％から45％に上昇

税率構造

基礎控除

試算例

税率：40% 税率：45%

課税財産（基礎控除後）

1億円
以下

60%
税率

0%

10%

20%

30%

40%

50%

8段階

6億円
超6億円

以下3億円
以下2億円

以下

5千万円
以下3千万円

以下1千万円
以下

定額控除
5,000万円・・・①
法定相続人数比例控除
1,000万円×法定相続人の数・・・②

定額控除
3,000万円・・・④
法定相続人数比例控除
600万円×法定相続人の数・・・⑤

資産額5億円、法定相続人2人の場合
基礎控除 =①5,000万円＋②1,000万円×2人
 =7,000万円・・・③
1人当たりの相続課税価格=（5億円－③7,000万円）÷2
 =2億1,500万円

資産額5億円、法定相続人2人の場合
基礎控除 =④3,000万円＋⑤600万円×2人
 =4,200万円・・・⑥
1人当たりの相続課税価格=（5億円－⑥4,200万円）÷2
 =2億2,900万円

改正前
2014年12月31日まで

改正後
2015年1月1日以降

課税財産（基礎控除後）

60%
税率

0%

10%

20%

30%

40%

50%

6段階

3億円
超

3億円
以下

1億円
以下

5千万円
以下

1千万円
以下

3千万円
以下

課税
対象者

税収推移

2.4倍

5.6万人（4.4%） 13.4万人（9.3%）

201４年 相続対象者
（年間死亡者数12７万人）

2021年 相続対象者
（年間死亡者数143万人）

【出所】国税庁「相続税の申告事績の概要」（平成26年～令和3年）

相続税の税収は
2014年比176％
前年比116％

1.0

2.5

2.0

1.5

1.39

1.81

2014年 2015年 2020年

2.09

2021年

（兆円）

2.44

相続税法改正後

法改正　－2015年１月１日から改正相続税法が施行－

相続税の課税対象者、税収推移

改正のポイント 税率は6段階から8段階へ細分化、基礎控除は減額

市場環境
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北海道 東北 関東 （東京圏※） 甲信越・
北陸

東海 近畿 中国

（十億円） （%）

四国 九州・
沖縄
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【出所】各国税局「相続税の課税状況」（令和2年度） ※東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県

2,302

341 587

7,561 （6,963）

757
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712 394
1,020

課税価格 納付割合

北海道 東北 関東 （東京圏※） 甲信越・
北陸

東海 近畿 中国

（千人） （%）

四国 九州・
沖縄
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115.0

416.6 （338.7）

99.7
156.1

217.5

87.2
50.1

164.5

5.4

16.1
（17.9）

8.3

14.1

11.1
8.7 8.3

6.0

【出所】厚生労働省「人口動態統計」（令和2年）、各国税局「相続税の課税状況」(令和2年度） ※東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県

死亡者数 相続税課税割合

相続税の地域別課税状況

課税割合 関東、特に東京圏は課税対象者が多い

納付割合 関東・東京圏の納付割合が高い

69
67

68

60
58

【出所】財務省「一般会計税収の推移」 【出所】財務省「令和5年度租税及び印紙収入概算」
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相続税

揮発油税

所得税
30%

〈21.0兆円〉

〈2.7兆円〉

〈1.9兆円〉

消費税

〈23.3兆円〉
34%

法人税

〈14.6兆円〉
21%

4%

3%

その他

〈5.7兆円〉
8%

2019 2022
（見込み）

2023
（予算）

20212020

2023年度
税収予算内訳

税収額

消費税 8% 10%（2019.10～）

〈69.4兆円〉

税収動向

税収推移 景気回復、消費税増税により税収は増加傾向
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■  土地に賃貸住宅を建築した場合、土地の評価額から、借地権割合×借家権割合が控除されます。建物の評価額
（固定資産税評価額）は建築費×60%から、借家権割合が控除されます。

■ 相続税課税評価額が下がると、相続税率も段階的に下がり、相続税額は劇的に減少します。

■  賃貸住宅の土地・建物には、固定資産税の軽減措置があります。具体的には、「住宅用地で200㎡以下の部分（小
規模宅地）の課税標準は6分の1とする」というものです。

■  さらに、200㎡とは“一戸につき”ですので、賃貸住宅を建てた場合には、その戸数次第でどんな広い土地でも
全体の課税標準を6分の1とすることが可能になります。

更　地 賃貸住宅を建築

試
算
条
件

土地面積：1,000㎡ 土地面積：1,000㎡
借家権：30％　借地権：60％

土地評価 1億円 8,200万円
1億円×（1−60%×30%）

建物評価 0円 4,200万円
1億円×60%×（1−30%）

借
入
金

で
建
築

借入金 0円 ▲1億円

相続税課税評価額 1億円・・・① 2,400万円・・・②
8,200万円+4,200万円−1億円

手
元
資
金

で
建
築

現金 1億円 0円

相続税課税評価額 2億円・・・③ 1億2,400万円・・・④
8,200万円+4,200万円

更地に賃貸住宅を建築することで・・・　①−②または③−④＝7,600万円の課税評価額減

更　地 賃貸住宅を建築
＜試算条件＞

土地面積：1,000㎡
固定資産税評価額：6,000万円

＜試算条件＞
土地面積：1,000㎡

固定資産税評価額：6,000万円
建物取得価格：7,500万円

借地権：60％

固定資産税（土地） 84万円・・・①
6,000万円×1.4%

14万円・・・③
6,000万円×1.4%×1/6

固定資産税（建物） 0円・・・② 31.5万円・・・④
7,500万円×60%×1.4%×1/2

更地に賃貸住宅を建築することで・・・　（①＋②）−（③＋④）＝ 年間38.5万円の節税

親から子への資産承継には、相続税額の引き下げが最も有効です。

賃貸住宅の建築による節税メリット　－相続税－

財産保全のための相続税課税評価額の引き下げ効果

賃貸住宅の建築は固定資産税額の引き下げにつながり、
年間のキャッシュフローにプラスになります。

賃貸住宅の建築による節税メリット　－固定資産税－

固定資産税軽減特例

市場環境

DAITO KENTAKU GROUP Fact Book 202317

経
営
理
念
・
事
業
概
要

業
績
推
移

業
界
ポ
ジ
シ
ョ
ン

市
場
環
境

ビ
ジ
ネ
ス
ス
キ
ー
ム

企
業
デ
ー
タ

法 律・政 治


	15.pdf
	16.pdf
	17.pdf

